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証券コード：9364
株式会社　上組

第80回
定 時 株 主 総 会
招 集 ご 通 知
開催日時

2019年６月27日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

開催場所
神戸市中央区波止場町２番１号
ホテルオークラ神戸　１階「平安の間」
末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。

決議事項
第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　取締役９名選任の件
第３号議案　補欠監査役１名選任の件
第４号議案　取締役に対する譲渡制限付株式の付与
　　　　　　のための報酬決定の件

目次
招集ご通知 ………………………… １～２
株主総会参考書類 ………………… ３～18
事業報告 …………………………… 19～42
連結計算書類・計算書類 ………… 43～46
監査報告書 ………………………… 47～50

郵送またはインターネットによる議決権行使期限
2019年６月26日（水曜日）午後５時まで
※詳しくは17 - 18ページをご参照ください。

表紙
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証券コード  9364
2 0 1 9 年 ６ 月 ５ 日

株 主 各 位
神戸市中央区浜辺通四丁目１番11号

代表取締役社長 深井義博

第80回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜わりありがたく厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第80回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご
通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、17頁から
18頁に記載の【議決権の行使等についてのご案内】をご確認のうえ、書面またはインターネット等
により2019年６月26日（水曜日）午後５時までに議決権をご行使くださいますようお願い申しあげ
ます。

敬　具

記

１．日　　時　2019年６月27日（木曜日）午前10時

２．場　　所　神戸市中央区波止場町２番１号
ホテルオークラ神戸　１階「平安の間」

（末尾記載の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）
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３．目的事項
報告事項 ①第80期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告、連結計算書

類および計算書類内容報告の件
②会計監査人および監査役会の第80期（2018年４月１日から2019年３月31日

まで）連結計算書類監査結果報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　取締役９名選任の件
第３号議案　補欠監査役１名選任の件
第４号議案　取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件

４．招集にあたっての決定事項
【議決権の行使等についてのご案内】（17～18頁）をご参照ください。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申しあげます。

◎事業報告、連結計算書類および計算書類ならびに株主総会参考書類に記載すべき事項を修正
する必要が生じた場合は、修正後の事項を当社ホームページ（https://www.kamigumi.co.jp/
ir/stockinfo/shareholders.html）に掲載いたしますのでご了承ください。

◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」
および「連結注記表」ならびに計算書類の「株主資本等変動計算書」および「個別注記表」
につきましては、法令および当社定款第17条の規定に基づき、当社ホームページ
（https://www.kamigumi.co.jp/ir/stockinfo/shareholders.html）に掲載しておりますの
でご覧ください。本招集ご通知の添付書類は、監査報告を作成するに際し監査役および会計
監査人が監査をした連結計算書類または計算書類の一部であります。
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第 １ 号議案 剰余金処分の件

　当事業年度における利益剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたく存じます。

❶ 期末配当に関する事項

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つと位置付け、業績推移や内部留保とのバラン
スなどに配慮しつつ、連結配当性向30％を目安に、業績に連動した株式配当を実施することを基本方針
としております。
　上記の方針に基づき、当事業年度の期末配当につきましては、１株につき23円といたしたく存じます。
　これにより、中間配当金22円を含めました年間の配当金は、１株につき45円となります。

　１．配当財産の種類
　金銭といたします。

　２．配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　当社普通株式１株につき金23円
　なお、この場合の配当総額は、2,746,997,939円となります。

　３．剰余金の配当が効力を生じる日
　2019年６月28日といたしたく存じます。

❷ その他の剰余金の処分に関する事項

　内部留保につきましては、新規事業および成長事業分野への設備投資など、将来の積極的な事業展開に
備えるため、以下のとおりといたしたく存じます。

　１．増加する剰余金の項目とその額
　別途積立金　　　　　　8,000,000,000円

　２．減少する剰余金の項目とその額
　繰越利益剰余金　　　　8,000,000,000円
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【剰余金の配当等の決定に関する方針】
　当社は、企業体質の強化と今後の積極的な事業展開に備えた内部留保の充実を図るとともに、株主還元
の強化を重要施策と位置付け、業績推移や内部留保とのバランスなどに配慮しつつ、連結配当性向30％
を目安に、業績に連動した株式配当を実施してまいります。
　また、自己株式の取得についても継続実施を基本方針とし、総還元の充実と資本効率の向上を目指して
機動的に判断してまいります。
　内部留保資金の使途につきましては、主に新規事業の開拓や成長事業分野への設備投資および情報化投
資などの原資として活用させていただく所存であります。

（ご参考：配当金と連結配当性向の推移）
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期末配当中間配当 配当性向

中間配当 10円 12円 12円 14円 22円 23円
期末配当 14円 14円 18円 21円 23円 23円
年間配当 24円 26円 30円 35円 45円 46円
配当性向 20.6％ 20.6％ 22.9％ 23.9％ 29.6％ 29.9％

（注）当社は、2017年10月１日付で普通株式２株を１株とする株式併合を行っているため、併合以前の配当金につきましては併
　　　合後の金額に換算して記載しております。
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第 ２ 号議案 取締役９名選任の件
　本総会終結の時をもって、取締役全員（９名）が任期満了となりますので、取締役９名の選任をお願い
するものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号 氏　　　名 現在の当社における地位および担当 取締役会

出席回数

1 く

久
ぼ

保
まさ

昌
み

三 代表取締役会長、
経営責任者、取締役会議長 再 任 16回／16回中

2 ふか

深
い

井
よし

義
ひろ

博 代表取締役社長、
最高執行責任者 再 任 16回／16回中

3 まき

牧
た

田
ひで

秀
お

男 代表取締役専務 専務執行役員、
管理部門担当、安全統括 再 任 16回／16回中

4 た

田
はら

原
のり

典
ひと

人
代表取締役常務 常務執行役員、
国際物流事業本部、飼料・穀物事業本部、
米事業本部担当、
営業本部 東日本・北海道、中京地区担当

再 任 16回／16回中

5 ほり

堀
うち

内
とし

敏
ひろ

弘 取締役常務執行役員、
海外事業本部担当、営業本部 港運担当 再 任 16回／16回中

6 むら

村
かみ

上
かつ

克
み

己
取締役常務執行役員、
九州支社長、青果事業本部長、
営業本部 西日本、九州地区担当

再 任 16回／16回中

7 こ

小
ばやし

林
やす

保
お

男
取締役常務執行役員、
鉄鋼支店・重量エネルギー輸送事業本部担当、
安全副統括

再 任 16回／16回中

8 ば

馬
ば

場
こう

耕
いち

一 社外取締役 再 任 社 外 独 立 14回／16回中

9 いし

石
ばし

橋
のぶ

伸
こ

子 ― 新 任 社 外 独 立 ―

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款第35条の規定に基づき、取締役会決議があったものとみ
なす書面決議が３回ありました。
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候補者
番　号

１
く

久
 

 
ぼ

保
 

 
 

 
 ま さ  

昌
 

 
み

三 （1943年１月１日生）
所有する

当社の株式の数 58,276株
取締役会への

出席状況
16回中16回
(100％)略 歴 （地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

1963年 ４月 上組合資会社（現 株式会社上組）入社
1995年 ６月 当社取締役、社長室長 兼 港運事業本部長
1997年 ６月 当社常務取締役
1999年 ６月 当社専務取締役
2000年 ６月 当社代表取締役専務取締役
2004年 ６月 当社代表取締役社長
2012年 ４月 当社代表取締役会長、

経営責任者、
取締役会議長（現在）

（重要な兼職の状況）
青海流通センター株式会社　代表取締役会長
株式会社ワールド流通センター　代表取締役会長
日本港運振興株式会社　代表取締役社長
一般社団法人日本港運協会　会長
兵庫県港運協会　会長
一般財団法人サニーピア医療保健協会　理事長

再　任

〔取締役候補者とした理由〕
　久保昌三氏は代表取締役社長および同会長を歴任し、『上組デザイン物流』を掲げ当社グループの基盤強化・
グローバル化を推進してまいりました。また、経営者としての豊富な経験と実績から、取締役会議長として取締
役会の活性化に努めております。今後も当社経営および事業戦略の遂行に不可欠でありますので、引き続き取締
役候補者といたしました。

候補者
番　号

２
 ふ か  

深
 

 
い

井
 

 
 

 
 よ し  

義
 

 
 ひ ろ  

博 （1954年９月14日生）
所有する

当社の株式の数 41,050株
取締役会への

出席状況
16回中16回
(100％)略 歴 （地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

1977年 ４月 当社入社
2002年 ４月 当社執行役員、鹿島支店長、常陸那珂支店担当
2003年 ６月 当社取締役、東京支店長、常陸那珂支店担当
2006年 ４月 当社常務取締役
2010年 ４月 当社取締役常務執行役員
2011年 ４月 当社取締役専務執行役員
2012年 ４月 当社代表取締役社長、

最高執行責任者（現在）

再　任

〔取締役候補者とした理由〕
　深井義博氏は港湾運送、国際複合一貫輸送といった当社中核事業に精通し、2012年４月より代表取締役社長
兼最高執行責任者として執行役員を統括、当社グループの業容拡大を推進しております。今後も当社経営および
事業戦略の遂行に不可欠でありますので、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

３
 ま き  

牧
 

 
た

田
 

 
 

 
 ひ で  

秀
 

 
お

男 （1950年11月26日生）
所有する

当社の株式の数 46,550株
取締役会への

出席状況
16回中16回
(100％)略 歴 （地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

1973年 ４月 当社入社
2000年 ７月 当社執行役員、福岡支店長
2003年 ６月 当社取締役、志布志支店長、

鹿児島支店担当
2007年 ６月 当社常務取締役
2010年 ４月 当社取締役常務執行役員
2011年 ４月 当社取締役専務執行役員
2014年 ６月 当社代表取締役専務 専務執行役員
2018年 ４月 当社代表取締役専務 専務執行役員、

管理部門担当、安全統括（現在）

再　任

〔取締役候補者とした理由〕
　牧田秀男氏は港湾運送、飼料・穀物部門に精通し、当社業務に係る幅広い見識を有しており、2018年４月か
らは管理部門を担当し、内部統制システムの充実・強化に努めております。取締役会における意思決定や取締役
の職務執行の監督も適切に行っておりますので、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者
番　号

４
た

田
 

 
 は ら  

原
 

 
 

 
 の り  

典
 

 
 ひ と  

人 （1958年11月５日生）
所有する

当社の株式の数 16,584株
取締役会への

出席状況
16回中16回
(100％)略 歴 （地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

1982年 ４月 当社入社
2009年 ４月 当社執行役員、名古屋支店長
2011年 ６月 当社取締役執行役員、名古屋支店長
2013年 ４月 当社取締役常務執行役員
2018年 ４月 当社代表取締役常務 常務執行役員、

国際物流事業本部、飼料・穀物事業本部、米事業本部担当、
営業本部 東日本・北海道、中京地区担当（現在）

再　任

〔取締役候補者とした理由〕
　田原典人氏は3PL（サードパーティー・ロジスティクス）事業部門に精通し、東日本・中京地区を中心に国内
事業を統括し、当社グループの業容拡大に努めております。取締役会における意思決定や取締役の職務執行の監
督も適切に行っておりますので、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

５
 ほ り  

堀
 

 
 う ち  

内
 

 
 

 
 と し  

敏
 

 
 ひ ろ  

弘 （1954年６月15日生）
所有する

当社の株式の数 18,919株
取締役会への

出席状況
16回中16回
(100％)略 歴 （地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

1977年 ４月 当社入社
2010年 ４月 当社執行役員、経営企画部長、

タスクフォース・チーム長
2012年 ６月 当社常務執行役員、

管理部門長、秘書部長、
タスクフォース・チーム長

2013年 ６月 当社取締役常務執行役員
2016年 ４月 当社取締役常務執行役員、

海外事業本部担当、
営業本部 港運担当（現在）

（重要な兼職の状況）
株式会社神戸港国際流通センター　代表取締役社長

再　任

〔取締役候補者とした理由〕
　堀内敏弘氏は港湾運送、海外部門を経て経営企画、管理部門を担当し経営管理全般について広い見識を有してお
り、2014年12月からは海外部門担当として当社グループのグローバル展開を推進しております。取締役会におけ
る意思決定や取締役の職務執行の監督も適切に行っておりますので、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者
番　号

６
 む ら  

村
 

 
 か み  

上
 

 
 

 
 か つ  

克
 

 
み

己 （1955年１月10日生）
所有する

当社の株式の数 14,791株
取締役会への

出席状況
16回中16回
(100％)略 歴 （地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

1977年 ４月 当社入社
2012年 ４月 当社執行役員、

東京・横浜支店担当
2013年 ６月 当社取締役執行役員、

営業本部 東日本・北海道地区担当
2014年 ６月 当社取締役常務執行役員
2018年 ４月 当社取締役常務執行役員、

九州支社長、青果事業本部長、
営業本部 西日本、九州地区担当（現在）

再　任

〔取締役候補者とした理由〕
　村上克己氏は主に東日本地区の事業所を担当し、港湾運送・青果・飼料ほか各部門にわたる見識を有してお
り、現在は西日本、九州地区および青果部門を統括し業容拡大に努めております。取締役会における意思決定や
取締役の職務執行の監督も適切に行っておりますので、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

７
こ

小
 

 
ばやし

林
 

 
 

 
 や す  

保
 

 
お

男 （1953年３月24日生）
所有する

当社の株式の数 14,958株
取締役会への

出席状況
16回中16回
(100％)略 歴 （地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

1975年 ４月 当社入社
2013年 ４月 当社執行役員、

国際物流事業本部長 兼 京浜事業部長
2014年 ４月 当社常務執行役員、

国際物流事業本部長 兼 京浜事業部長
2016年 ６月 当社取締役常務執行役員
2018年 ４月 当社取締役常務執行役員、

鉄鋼支店・重量エネルギー輸送事業本部担当、
安全副統括（現在）

再　任

〔取締役候補者とした理由〕
　小林保男氏は3PL（サードパーティー・ロジスティクス）事業や国際複合一貫輸送の各部門に長年携わり、同
部門における深い見識を有しており、2018年４月からは鉄鋼・重量貨物輸送・エネルギー関連事業を統括し、
業容拡大に努めております。取締役会における意思決定や取締役の職務執行の監督も適切に行っておりますの
で、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

８
ば

馬
 

 
ば

場
 

  
 こ う  

耕
 

 
 い ち  

一（1951年２月12日生）
所有する

当社の株式の数 583株
取締役会への

出席状況
16回中14回
(87.5％)略 歴 （地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

1973年 ４月 運輸省（現 国土交通省）入省
1994年 ８月 福井県警察本部長
2001年 ７月 国土交通省近畿運輸局長
2003年 ７月 同省海事局次長
2008年 ７月 株式会社ジャルキャピタル常勤監査役
2011年 ６月 福岡空港ビルディング株式会社専務取締役
2013年 ６月 同社代表取締役副社長
2017年 ６月 当社社外取締役（現在）

（重要な兼職の状況）
東洋熱工業株式会社　顧問

再　任

社外取締役
候 補 者

独 立 役 員

〔社外取締役候補者とした理由〕
　馬場耕一氏は本総会終結の時までに２年間当社の社外取締役として在任し、運輸行政に長年携わった経験に基
づく専門的見地や企業経営に携わった経験を踏まえ、当社取締役会において適切な助言・提言を行い、ガバナン
スの充実・強化に貢献していただいております。今後も社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断
し、引き続き選任をお願いするものであります。

〔独立性に関する事項〕
　馬場耕一氏が顧問を務められる東洋熱工業株式会社と当社との間に取引関係はありませんので、同氏は当社の
定める独立性判断基準を満たしております。
　当社は同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所へ届け出ており、同氏
が原案どおり再選された場合は引き続き独立役員として指定いたします。
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候補者
番　号

９
 い し  

石 
 ば し  

橋  
 の ぶ  

伸 
こ

子 （1961年６月12日生）
所有する

当社の株式の数 － 株
取締役会への

出席状況 －略 歴 （地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
1989年 ４月 弁護士登録
1995年10月 井口・石橋法律事務所共同開設

（現 弁護士法人神戸シティ法律事務所）
2004年10月 同所代表社員弁護士（現在）
2005年 ６月 アジア太平洋トレードセンター株式会社

社外監査役
2015年 ６月 株式会社関西アーバン銀行社外取締役

（現 株式会社関西みらい銀行）

（重要な兼職の状況）
弁護士法人神戸シティ法律事務所　代表社員弁護士

新　任

社外取締役
候 補 者

独 立 役 員

〔社外取締役候補者とした理由〕
　石橋伸子氏は、弁護士としての豊富な経験と高い見識を有しており、主にコンプライアンスの観点から有益な
アドバイスをいただけるものと期待し、過去に社外役員となること以外の方法で企業経営に直接関与した経験を
お持ちではないものの、取締役会等を通じ当社のガバナンスの強化・発展に貢献していただけるものと考え、社
外取締役としての選任をお願いするものであります。

〔独立性に関する事項〕
　石橋伸子氏が在籍される弁護士法人神戸シティ法律事務所と当社の間に取引関係はありません。また、同氏は
弁護士資格を有しておりますが、同氏と当社の間に法律事務委託等の取引関係はありません。以上から、同氏は
当社の定める独立性判断基準を満たしております。よって、当社は同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員として指定し、同取引所へ届け出る予定であります。

（注）１．各取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
２．各取締役候補者の所有する当社の株式の数には、上組役員持株会における本人の持分を含めております。
３．馬場耕一氏と当社との間では、当社に対して負う会社法第423条第１項の損害賠償責任について、同法第425条第１項に

規定する最低責任限度額を限度とする内容の責任限定契約を締結しており、同氏が原案どおり再選された場合、当社は
同氏との間の上記責任限定契約を継続する予定であります。

　　また、石橋伸子氏の選任が承認された場合、同氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定であります。
４．石橋伸子氏は婚姻により井口姓となりましたが、弁護士業務を旧姓の石橋で行っております。
５．石橋伸子氏は2019年６月20日付で株式会社髙松コンストラクショングループの社外監査役に就任予定であります。
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第 ３ 号議案 補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願いするものであ
ります。
　なお、本候補者は常勤監査役の補欠として選任するものであります。
　また、本議案の提出につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

こ ま え ま さ ひ で

小 前 正 （1948年１月８日生）
所有する

当社の株式の数 39,100株

略歴および重要な兼職の状況
1970年 ４月 当社入社
2002年 ４月 当社執行役員、管理本部長、総務部長
2004年 ６月 当社取締役、管理本部長
2006年 ４月 当社常務取締役
2010年 ４月 当社取締役執行役員、財務部管掌
2010年 ６月 当社常任監査役（常勤）

〔補欠監査役候補者とした理由〕
　小前正 氏は当社の取締役として長年管理部門に携わるとともに、その後は監査役として適切に監査を行って
まいりました。この経験や財務・経理業務に関する高い見識を活かし、常勤監査役に欠員が生じた場合には後任
としての役割を十分に果たすことができると判断し、補欠監査役候補者といたしました。

（注）補欠監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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〔ご参考〕「社外役員の独立性判断基準」について

　当社は、社外取締役および社外監査役（以下「社外役員」という。）の独立性判断基準を以下のとおり
定め、社外役員（候補者も含む。）が次の項目のいずれかに該当する場合は、当社にとって十分な独立性
を有していないものとみなします。

　１．現在または過去10年間において、当社または当社の連結子会社の業務執行者であった者

　２．現在または過去３年間において下記①～⑥のいずれかに該当していた者
　　①　当社との１事業年度の取引額が、当社または当該取引先のいずれかの連結売上高の２％を超える

取引先またはその業務執行者
　　②　当社への出資比率が５％を超える大株主またはその業務執行者
　　③　当社の主要な借入先またはその業務執行者
　　④　当社より年間1,000万円を超える寄付を受けた者または受けた団体に所属する者
　　⑤　当社より役員報酬以外に年間1,000万円を超える報酬を受けた弁護士、公認会計士、税理士また

はコンサルタント等（法人等の団体である場合は当社からの報酬が当該団体の年間収入の２％を超
える団体に所属する者）

　　⑥　当社の業務執行者が他の会社の取締役を兼務している場合における当該他の会社の業務執行者

　３．上記１および２に掲げる者の配偶者または２親等以内の親族
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第 ４ 号議案 取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件

当社の取締役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第67回定時株主総会において月額40百万円以内（た
だし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

今般、当社は、役員報酬制度の見直しを行い、当社の取締役（社外取締役を除く。以下「対象取締役」とい
う。）に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値
共有を進めることを目的として、上記の報酬枠とは別枠で、対象取締役に対して、新たに譲渡制限付株式の付
与のための報酬を支給することといたしたく存じます。

本議案に基づき、対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する報酬は金銭債権（以下「金銭
報酬債権」という。）とし、その総額は、上記の目的を踏まえ相当と考えられる金額として、年額30百万円以
内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）といたします。

また、各対象取締役への具体的な支給時期および配分については、取締役会において決定することといたし
ます。ただし、社外取締役に対しては、譲渡制限付株式の付与のための報酬は支給しないものといたします。

現在の取締役は９名（うち社外取締役２名）であり、第２号議案「取締役９名選任の件」が原案どおり承認
可決された場合においても、対象取締役の員数に変更はなく、７名となります。

また、対象取締役は、当社の取締役会決議に基づき、本議案により支給される金銭報酬債権の全部を現物出
資財産として払い込み、当社の普通株式について発行または処分を受けるものとし、これにより発行または処
分をされる当社の普通株式の総数は年12,000株以内（ただし、本議案が承認可決された日以降、当社の普通株
式の株式分割（当社の普通株式の無償割当を含む。）または株式併合が行われた場合、その他譲渡制限付株式
として発行または処分をされる当社の普通株式の総数に調整が必要な事由が生じた場合には、当該総数を合理
的な範囲で調整する。）といたします。

なお、その１株当たりの払込金額は各取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の
普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として当該普
通株式を引き受ける対象取締役に特に有利な金額とならない範囲において、取締役会において決定いたします。

また、これによる当社の普通株式の発行または処分に当たっては、当社と対象取締役との間で、以下の内容
を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」という。）を締結するものといたします。

（１）譲渡制限期間
　　対象取締役は、本割当契約により割当てを受けた日より３年間から30年間までの間で当社の取締役会があ

らかじめ定める期間（以下「譲渡制限期間」という。）、本割当契約により割当てを受けた当社の普通株式
（以下「本割当株式」という。）について、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない（以下「譲
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渡制限」という。）。
（２）譲渡制限の解除
　　上記（１）の定めにかかわらず、当社は、対象取締役が譲渡制限期間中、継続して当社の取締役の地位に

あったことを条件とし、かつ、下記（４）において定める業績条件を達成したことを条件として、本割当株
式の全部について、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。

（３）退任時の取扱い
　　対象取締役が、譲渡制限期間満了前に、当社の取締役を退任した場合には、当社は、本割当株式の全部を

当然に無償で取得する。ただし、対象取締役の退任につき、任期満了、死亡その他正当と認める理由がある
場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数および譲渡制限を解除する時期を、下記（４）において定め
る業績条件を踏まえて、合理的に調整するものとする。また、当社は、上記の規定に従い譲渡制限が解除さ
れた直後の時点において、なお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

（４）業績条件未達成の場合の取扱い
　　当社の取締役会があらかじめ定める連結営業利益等の業績条件を達成することができなかった場合には、

当該直後の時点をもって、当社は本割当株式の全部または一部を当然に無償で取得する。
（５）組織再編等における取扱い
　　上記（１）の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完

全子会社となる株式交換契約または株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただ
し、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締役会）で承
認された場合には、当社の取締役会の決議により、譲渡制限期間の開始日から当該組織再編等の承認の日ま
での期間を踏まえて合理的に定める数の本割当株式について、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡
制限を解除する。また、当社は、上記に規定する場合、譲渡制限が解除された直後の時点において、譲渡制
限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

（６）その他の事項
　　本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定めるものとする。

以　上
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議決権の行使等についてのご案内
　議決権は、以下の３つの方法により行使していただくことができます。

株主総会に
出席する場合

こちらに各議案の賛否をご記入ください。

● 賛成の場合
● 否認の場合

● 全員賛成の場合
● 全員否認の場合

● 一部候補者を
　 否認の場合

の欄に○印
の欄に○印

の欄に○印
の欄に○印

の欄に○印をし、
否認する候補者
の番号をご記入
ください。

［賛］
［否］

［賛］
［否］
［賛］

議決権行使書を
郵送する場合

インターネットによる
議決権行使の場合

第　　　 　　　   号議案

第      号議案

3

2

1 4

同封の議決権行使書用紙を会場
受付にご提出ください（ご捺印は
不要です。）。また、第80回定
時株主総会招集ご通知（本書）を
ご持参ください。
※代理人によるご出席の場合は、議決

権をご行使できる他の株主１名様を
代理人にご指定のうえ、代理権を証
する書面をご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案
に対する賛否をご表示いただ
き、2019年６月26日（水曜日）
午後５時までに到着するよう折
り返しご送付ください。

右ページをご参照のうえ、パソコ
ン、スマートフォンまたは携帯電
話から当社株主名簿管理人の
議決権行使サイト（https ://
evote.tr.mufg.jp/）にアクセス
していただき、2019年６月26日
（水曜日）午後５時までに議決権
をご行使ください。
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インターネットによる議決権行使方法について
インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご高覧のうえ、ご行使くださいますようお願い申し
あげます。当日ご出席の場合は、書面（議決権行使書）またはインターネットによる議決権行使のお手続きはいず
れも不要です。

１．議決権行使サイトについて
①インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまたは携帯電話から、当社の指定する議決権行使サイト

（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただくことによってのみ実施可能です（ただし、毎日午前２時から午前５時
までは取扱いを休止します。）。

②パソコン、スマートフォンまたは携帯電話によるインターネットのご利用環境やご加入のサービス、ご使用の機種によっては、
議決権行使サイトがご利用になれない場合があります。詳細につきましては、下記ヘルプデスクにお問い合わせください。

③インターネットによる議決権行使は、2019年６月26日（水曜日）の午後５時まで受付けいたしますが、お早めにご行使くだ
さいますようお願い申しあげます。

２．議決権行使方法について
①パソコン、携帯電話による方法

・議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）において、議決権行使書用紙に記載された「ログインID」および「仮パス
ワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

・株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用の株主様には、
議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることになりますのでご了承ください。

②スマートフォンによる方法
・議決権行使書用紙に記載の「ログイン用QRコード※」をスマートフォンにより読み取ることで、議決権行使サイトに自動的

に接続し、議決権行使を行うことが可能です（「ログインID」および「仮パスワード」の入力は不要です。）。
・セキュリティの観点からQRコードでのログインは１回のみとなります。２回目以降は、QRコードを読み取っても「ログイ

ンID」「仮パスワード」の入力が必要となります。
※QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

３．複数回にわたり行使された場合の議決権の取扱い
①書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容を有効として取り

扱わせていただきますのでご了承ください。
②インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

４．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様のご負担となりますのでご了
承ください。

議決権行使サイトに
関するお問い合わせ

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）
電話 0120-173-027 （受付時間９:00～21:00、通話料無料）

議決権電子行使プラットフォームのご利用について（機関投資家の皆様へ）
議決権行使の方法として、株式会社ICJが運営する「議決権電子行使プラットフォーム」をご利用いただけます。

以　上
18
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Ⅰ. 企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況
①事業の経過および成果
　当連結会計年度における経営環境は、世界経済、国内経済ともに緩やかな回復基調が継続しているもの
の、米中における通商問題の影響や、英国におけるＥＵ離脱問題の長期化、また国内においても鉱工業生
産や輸出の一部に成長の鈍化がみられるなど、景気の先行きは不透明な状況となっております。
　物流業界におきましては、輸出入貨物の動きは依然として堅調ではあるものの、受注競争の激化や物流
形態の多様化、労働力確保に伴うコストの増加など、経営環境は厳しい状態が継続しました。
　このような状況下にあって当社グループは、国内では神戸市にてバイオマス発電燃料の保管用サイロを
新たに取得するとともに、名古屋港飛島地区の輸出入コンテナ向け複合倉庫建設、愛知県豊橋地区の輸入
自動車保管用モータープール整備など、施設の拡充・合理化を進め、国内物流事業の拡大に取り組みまし
た。海外においては、米国に現地法人を設立し北中米のネットワークを構築するとともに、中東の拠点を
法人化して同地域およびアフリカ圏での事業体制を強化いたしました。また、アジア圏では既存拠点の営

営 業 収 益 営 業 利 益

第79期
2018年３月期

2,614億円

前期比
5.2％増

▶
第80期

2019年３月期

2,748億円

第79期
2018年３月期

229億円

前期比
1.5％増

▶
第80期

2019年３月期

233億円

経 常 利 益 親会社株主に帰属する当期純利益

第79期
2018年３月期

246億円

前期比
2.5％増

▶
第80期

2019年３月期

252億円

第79期
2018年３月期

179億円

前期比
2.7％増

▶
第80期

2019年３月期

183億円
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業拡大に努めるとともに、インドネシアでの倉庫の増設、ミャンマーにおけるターミナル開発事案への参
画等、港湾および現地流通貨物の取込みに向けた戦略を推進してまいりました。
　この結果、当連結会計年度における営業収益は、中国における日本車の販売好調の影響から輸出自動車
の取扱いが増加したことに加え、コンテナ、飼料原料などの取扱いも好調でありましたので、前連結会計
年度に比べて5.2％増収の2,748億93百万円となりました。利益面におきましては、人件費や外注費は増
加したものの、営業利益は前連結会計年度に比べて1.5％増益の233億32百万円、経常利益は前連結会計
年度に比べて2.5％増益の252億35百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前連結会計年度に比べて
2.7％増益の183億88百万円となりました。

事業セグメント別営業収益および営業利益

事業セグメント 営 業 収 益 営 業 利 益

国 内 物 流 事 業
第79期

2,210億円

前期比
2.3％増

▶
第80期

2,262億円

第79期

211億円

前期比
1.8％減

▶
第80期

208億円

国 際 物 流 事 業
第79期

321億円

前期比
6.4％増

▶
第80期

341億円

第79期

14億円

前期比
17.8％減

▶
第80期

12億円

そ の 他
第79期

208億円

前期比
39.1％増

▶
第80期

289億円

第79期

3億円

前期比
323.1％増

▶
第80期

12億円
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　各セグメント別の事業の状況は次のとおりであります。

2018年3月期

221,073

21,172

2019年3月期

226,241

20,800

（単位：百万円）営業収益・営業利益の推移
営業収益 営業利益

国内物流事業

営業収益 営業利益

2018年3月期

32,135

1,496
2019年3月期

34,190

1,229

（単位：百万円）営業収益・営業利益の推移

国際物流事業

2018年3月期

20,835

306
2019年3月期

28,985

1,296

（単位：百万円）営業収益・営業利益の推移
営業収益 営業利益

その他

　国内物流事業におきましては、自動
車やコンテナ、飼料原料の取扱いが増
加し、港湾運送および倉庫業が堅調に
推移したため、営業収益は前連結会計
年度に比べて2.3％増収の2,262億41
百万円となりましたが、セグメント利
益は人件費や外注費の増加により
1.8％減益の208億円となりました。

　国際物流事業におきましては、海外
プラント貨物のプロジェクト輸送が減
少したものの、海外連結子会社の増加
により、営業収益は前連結会計年度に
比べて6.4％増収の341億90百万円と
なりました。他方、セグメント利益は
輸送コストの増加などにより17.8％
減益の12億29百万円となりました。

　その他の事業におきましては、国内
におけるプラント更新工事などで重量
貨物の運搬据付および建設機工事業が
好調であったことに加え、物品販売事
業、太陽光発電事業が堅調に推移した
ことなどにより、営業収益は前連結会
計年度に比べて39.1％増収の289億
85百万円、セグメント利益も前期減益
の反動により大幅増益の12億96百万
円となりました。
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②設備投資および資金調達の状況
　当連結会計年度の設備投資の総額は144億74百万円であり、その主なものは前述のバイオマス発電燃
料保管用サイロ、飛島複合倉庫および御津モータープールなどの物流施設の取得・建設、その他車両、荷
役機器等の購入であります。なお、設備投資資金は全額自己資金で賄っております。

(2) 対処すべき課題
今後の世界経済は、拡大基調の継続が見込まれる一方で、米国・中国間における通商問題の動向や英国

のEU離脱問題、北朝鮮情勢など、引き続き不安要素を含んでおります。
また、当社グループを取り巻く状況は、世界経済情勢の変動に加え、少子高齢化による国内消費の減

退、深刻化する労働力不足など、経営環境は引き続き多くの課題を抱え、長期的な変化を見据えた経営戦
略が求められております。

このような環境の中、当社グループは、来期に最終年度を迎える中期経営計画に従い、以下の戦略を推
進してまいります。

国内事業では、営業本部を中心とした横断的営業体制の再構築により、新規受注獲得と価格交渉力の強
化に努め、オーガニックな成長を促進します。

また海外では、北中米など近年新たに進出した地域を中心とした事業基盤の確立と、既存拠点において
は自社物流施設拡大を通じたさらなる競争力強化・サービスレベル向上を目指します。また、東南アジア
圏を中心に港湾開発事案への取組みを強化し、国内と同様、港湾を起点とする輸出入貨物や国内流通貨物
の取込みを進めてまいります。

上記に加え、グループを通じた人材確保と育成に注力すべく、処遇改善や教育制度の見直しを含めた戦
略的な人事制度の改革を図り、企業としての成長基盤を強化してまいります。

22
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(3) 財産および損益の状況
区分 第 77 期

（2016年３月期）
第 78 期

（2017年３月期）
第 79 期

（2018年３月期）
第 80 期

（当連結会計年度）
（2019年３月期）

営 業 収 益 (百万円) 242,399 246,212 261,420 274,893
経 常 利 益 (百万円) 23,850 24,035 24,630 25,235
親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 16,018 16,383 17,902 18,388
1株当たり当期純利益 (円) 63.23 65.53 146.63 152.20
総 資 産 (百万円) 359,942 370,872 383,481 395,708
純 資 産 (百万円) 301,944 312,116 321,907 332,200
1 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 1,205.57 1,270.04 2,659.83 2,766.02

（注）１．当社は、2017年10月１日付で普通株式２株を１株とする株式併合を行っているため、2018年３月期（第79期）の１株
当たり当期純利益および１株当たり純資産額は期首に当該併合が行われたものと仮定して算出しております。

２．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当連結会計年度の期首
から適用しており、前連結会計年度の総資産の金額については、当該会計基準等を遡って適用した後の金額となっております。

242,399

第77期
2016年3月期

246,212

第78期
2017年3月期

261,420

第79期
2018年3月期

第80期
2019年3月期

274,893

（単位：百万円）● 営業収益

23,850

第77期
2016年3月期

24,035

第78期
2017年3月期

24,630

第79期
2018年3月期

25,235

第80期
2019年3月期

● 経常利益 （単位：百万円）

16,018

第77期
2016年3月期

16,383

第78期
2017年3月期

17,902

第79期
2018年3月期

18,388

第80期
2019年3月期

● 親会社株主に帰属する当期純利益（単位：百万円）

359,942

第77期
2016年3月期

301,944

370,872

第78期
2017年3月期

383,481

第79期
2018年3月期

321,907312,116

395,708

第80期
2019年3月期

332,200

● 総資産 / 純資産 （単位：百万円）
総資産 純資産

63.23

第77期
2016年3月期

65.53

第78期
2017年3月期

146.63

第79期
2018年3月期

152.20

第80期
2019年3月期

● 1株当たり当期純利益 （単位：円）

1,205.57

第77期
2016年3月期

1,270.04

第78期
2017年3月期

2,659.83

第79期
2018年3月期

2,766.02

第80期
2019年3月期

● 1株当たり純資産額 （単位：円）
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(4) 重要な子会社の状況（2019年３月31日現在）

会社名 資本金 出資比率 主要な事業

上 組 陸 運 株 式 会 社 150 百万円 100.00 ％ 貨 物 自 動 車 運 送 事 業
上 組 海 運 株 式 会 社 200 95.00 海 運 業
上組航空サービス株式会社 100 100.00 航 空 貨 物 代 理 業
泉 産 業 株 式 会 社 20 100.00 貨 物 取 扱 業
株 式 会 社 カ ミ ッ ク ス 164 100.00 物 品 販 売 業 ・ リ ー ス 業
大 分 港 運 株 式 会 社 40 100.00 港 湾 運 送 事 業

岩 川 醸 造 株 式 会 社 10 100.00
（100.00） 焼 酎 製 造 ・ 一 般 酒 類 販 売 業

エムビー・サービス日本株式会社 301 66.60 新 車 整 備 事 業
日 本 ポ ー ト 産 業 株 式 会 社 500 70.00 冷蔵倉庫業・貨物自動車運送事業
上 組 （ 香 港 ） 有 限 公 司 55 百万香港ドル 100.00 貨 物 運 送 取 扱 業

上組国際貨運代理（上海）有限公司 29 百万人民元 100.00
（100.00） 貨 物 運 送 取 扱 業

KAMIGUMI GLOBAL SOLUTIONS 
M A L A Y S I A  S D N . B H D . 32 百万リンギット 100.00 倉 庫 業 ・ 貨 物 運 送 業

（注）１．出資比率の（　）内は、間接所有割合（内数）であります。
２．当連結会計年度中にエムビー・サービス日本株式会社、日本ポート産業株式会社、上組国際貨運代理（上海）有限公司、

KAMIGUMI GLOBAL SOLUTIONS MALAYSIA SDN.BHD.を新たに連結子会社といたしました。
３．2018年12月21日付をもって、子会社である丸古海運株式会社の全株式を売却いたしました。

(5) 主要な事業内容（2019年３月31日現在）

事業セグメント 主要な事業

国 内 物 流 事 業 港湾運送事業、倉庫業、貨物自動車運送事業、倉庫工場荷役請負業等
国 際 物 流 事 業 国際運送取扱業

そ の 他 重量貨物運搬据付業、不動産賃貸業、物品販売業、酒類製造販売業、農産物
生産販売業、太陽光発電事業等
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(6) 主要な事業所等（2019年３月31日現在）

①国内の主要な事業所等

当 社

本 店 神戸市中央区浜辺通四丁目１番11号
東 京 本 社 東京都港区芝浦三丁目７番11号
支 社 名古屋支社（名古屋市）、九州支社（福岡市）

事 業 本 部 ・
事 業 部 等

海外事業本部（東京都）
営業本部（東京都）
国際物流事業本部（東京都）
港運事業本部（神戸市）
重量エネルギー輸送事業本部（神戸市）
米事業本部（東京都）
青果事業本部（福岡市）
飼料・穀物事業本部（東京都）
サニープレイス事業部（神戸市）

支 店
東京、鹿島、横浜、新潟、苫小牧、浜岡、豊川、東海、名古屋、大阪、
神戸、広畑、玉島、福山、箕沖、徳山、境港、門司、八幡、福岡、大分、
鹿児島、志布志

子 会 社

上組陸運株式会社（神戸市）
上組海運株式会社（神戸市）
上組航空サービス株式会社（東京都）
泉産業株式会社（大阪市）
株式会社カミックス（神戸市）
大分港運株式会社（大分県）
岩川醸造株式会社（鹿児島県）
上津運輸株式会社（兵庫県）
エムビー・サービス日本株式会社（茨城県）
日本ポート産業株式会社（神戸市）

関 連 会 社

上津港運株式会社（神戸市）
中央港運株式会社（神戸市）
神戸メガコンテナターミナル株式会社（神戸市）
十勝グレーンセンター株式会社（北海道）
西日本内航フィーダー合同会社（神戸市）
株式会社神戸港国際流通センター（神戸市）
株式会社ピット（神戸市）
株式会社サニープレイスファーム（大分県）
MCKGポートホールディング株式会社（東京都）
瑞穂商事株式会社（大阪市）

（注）2019年４月１日付をもって、KLKGホールディングス株式会社の株式49％を取得し、関連会社といたしました。
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②海外の主要な事業所等

当 社
支 社 海外統括支社（シンガポール）
駐 在 員
事 務 所 等

北京事務所（中国）
ヤンゴン事務所（ミャンマー）

子 会 社

上組（香港）有限公司（香港）
KAMIGUMI SINGAPORE PTE. LTD.（シンガポール）
上組国際貨運代理（上海）有限公司（中国）
上組国際貨運代理（深圳）有限公司（中国）
台湾上組股份有限公司（台湾）
KAMIGUMI（VIETNAM）CO.,LTD.（ベトナム）
PT. KAMIGUMI INDONESIA（インドネシア）
KAMIGUMI-EFR LOGISTICS（MYANMAR）CO.,LTD.（ミャンマー）
PT. KAMIGUMI LOGISTICS INDONESIA（インドネシア）
KAMIGUMI GLOBAL SOLUTIONS MALAYSIA SDN. BHD.（マレーシア）
KAMIGUMI MEXICO S.A. de C.V.（メキシコ）
KAMIGUMI MIDDLE EAST L.L.C.（アラブ首長国連邦）
KAMIGUMI USA INC.（アメリカ）
THILAWA MULTIPURPOSE INTERNATIONAL TERMINAL CO.,LTD.（ミャンマー）

関 連 会 社

EASTERN SEA LAEM CHABANG TERMINAL CO.,LTD.（タイ）
KAMIGUMI MALAYSIA SDN. BHD.（マレーシア）
THAI LOGISTICS SERVICE CO.,LTD.（タイ）
上海上組物流有限公司（中国）
豊通上組物流（常熟）有限公司（中国）
THILAWA GLOBAL LOGISTICS CO.,LTD.（ミャンマー）
INTERNATIONAL BULK TERMINAL（THILAWA）CO.,LTD.（ミャンマー）
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(7) 従業員の状況（2019年３月31日現在）

①企業集団の従業員の状況
事業セグメント 従業員数 前連結会計年度末比増減

国 内 物 流 事 業 3,492名 58名増
国 際 物 流 事 業 364名 85名増
そ の 他 301名 51名増
全 社 （ 共 通 ） 139名 23名増
合 計 4,296名 217名増

（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む。）
であります。

②当社の従業員の状況
従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

3,730名 39名増 38.6歳 14.7年
（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。
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Ⅱ. 会社の現況
(1) 株式の状況（2019年３月31日現在）

①発行可能株式総数 250,000,000株

②発行済株式の総数 134,386,837株

③株主数 6,264名

④大株主（上位10名）

金融機関
34,040千株
25.33％

金融商品取引業者
2,336千株
1.73％
その他の法人
7,112千株
5.29％

外国法人等
54,974千株
40.90％

個人・その他
20,971千株
15.60％

14,952千株
11.12％

自己株式

所有者別株式分布状況

株主名 持株数 持株比率

か み ぐ み 共 栄 会 6,673千株 5.58％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 5,893 4.93
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 4,433 3.71
NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE SILCHESTER INTERNATIONAL
I N V E S T O R S I N T E R N A T I O N A L V A L U E E Q U I T Y T R U S T 3,905 3.26

あ い お い ニ ッ セ イ 同 和 損 害 保 険 株 式 会 社 3,368 2.82
上 組 社 員 持 株 会 3,031 2.53
全 国 共 済 農 業 協 同 組 合 連 合 会 2,772 2.32
一 般 財 団 法 人 村 尾 育 英 会 2,456 2.05
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 2,291 1.91
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 2,271 1.90

（注）１．持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。
２．当社は、自己株式14,952千株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。なお、持株比率は自己株式を控

除して算出しており、また小数点以下第３位を切り捨てて表示しております。
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(2) 会社役員の状況
①取締役および監査役の状況（2019年３月31日現在）

氏名 会社における地位 担当および重要な兼職の状況

久 保 昌 三 代 表 取 締 役 会 長

当社経営責任者、取締役会議長

青海流通センター株式会社　代表取締役会長
株式会社ワールド流通センター　代表取締役会長
日本港運振興株式会社　代表取締役社長
一般社団法人日本港運協会　会長
兵庫県港運協会　会長
一般財団法人サニーピア医療保健協会　理事長

深 井 義 博 代 表 取 締 役 社 長 当社最高執行責任者

牧 田 秀 男 代 表 取 締 役 専 務 当社専務執行役員、
管理部門担当、安全統括

田 原 典 人 代 表 取 締 役 常 務
当社常務執行役員、
国際物流事業本部、飼料・穀物事業本部、米事業本部担当、
営業本部 東日本・北海道、中京地区担当

堀 内 敏 弘 取 締 役
当社常務執行役員、
海外事業本部担当、営業本部 港運担当

株式会社神戸港国際流通センター　代表取締役社長

村 上 克 己 取 締 役
当社常務執行役員、
九州支社長、青果事業本部長、
営業本部 西日本、九州地区担当

小 林 保 男 取 締 役
当社常務執行役員、
鉄鋼支店・重量エネルギー輸送事業本部担当、
安全副統括
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氏名 会社における地位 担当および重要な兼職の状況

玉 造 敏 夫 取 締 役 ―
馬 場 耕 一 取 締 役 東洋熱工業株式会社　顧問
佐 伯 邦 治 常任監査役（常勤） ―

宗 吉 勝 正 監 査 役

税理士

株式会社エフアンドエム　社外取締役監査等委員
金井ホールディングス株式会社　社外監査役
金井重要工業株式会社　社外監査役

中 尾 　 巧 監 査 役
弁護士

株式会社三ッ星　社外取締役監査等委員
黒 田 　 愛 監 査 役 弁護士

（注）１．取締役玉造敏夫、馬場耕一の両氏は、社外取締役であり、株式会社東京証券取引所が規定する独立役員として届け出て
おります。

　　　２．監査役宗吉勝正、中尾　巧および黒田　愛の３氏は、社外監査役であり、株式会社東京証券取引所が規定する独立役員
として届け出ております。

３．監査役宗吉勝正氏は、税理士の資格を有しており、税務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
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②当事業年度中に就任または退任した取締役および監査役
　イ．就任

氏名 就任時の会社における地位 就任時の担当および重要な兼職の状況 就任日

佐 伯 邦 治 常任監査役（常勤） ― 2018年６月28日

　ロ．退任
氏名 退任時の会社における地位 退任時の担当および重要な兼職の状況 退任日

佐 伯 邦 治 取 締 役 社長付 2018年６月28日

市 　 原   陽 一 郎 取 締 役 株式会社カミックス　代表取締役社長
岩川醸造株式会社　代表取締役社長 2018年６月28日

小 前 正 常任監査役（常勤） ― 2018年６月28日
板 倉 哲 夫 監 査 役 （ 常 勤 ） ― 2018年６月28日

（注）１．取締役佐伯邦治、取締役市原陽一郎および監査役小前正 の３氏は、任期満了による退任であります。
２．監査役板倉哲夫氏は、辞任による退任であります。
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③当事業年度中に生じた取締役の重要な兼職の状況の異動
氏名 新 旧 異動年月日

久 保 昌 三

青海流通センター株式会社
　代表取締役会長
株式会社ワールド流通センター
　代表取締役会長
日本港運振興株式会社
　代表取締役社長
一般社団法人日本港運協会
　会長
兵庫県港運協会　会長

青海流通センター株式会社
　代表取締役会長
株式会社ワールド流通センター
　代表取締役会長
日本港運振興株式会社
　代表取締役社長
一般社団法人日本港運協会
　会長

2018年５月29日

青海流通センター株式会社
　代表取締役会長
株式会社ワールド流通センター
　代表取締役会長
日本港運振興株式会社
　代表取締役社長
一般社団法人日本港運協会
　会長
兵庫県港運協会　会長
一般財団法人サニーピア医療保健協会
　理事長

青海流通センター株式会社
　代表取締役会長
株式会社ワールド流通センター
　代表取締役会長
日本港運振興株式会社
　代表取締役社長
一般社団法人日本港運協会
　会長
兵庫県港運協会　会長

2018年６月11日

堀 内 敏 弘 株式会社神戸港国際流通センター
　代表取締役社長 ― 2018年５月23日
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〔ご参考〕執行役員の状況（2019年４月１日現在）
氏名 会社における地位 担当の状況

＊ 深 井 義 博 社 長 最高執行責任者
＊ 牧 田 秀 男 専 務 執 行 役 員 管理部門担当、安全統括

＊ 田 原 典 人 常 務 執 行 役 員 国際物流事業本部、飼料・穀物事業本部、米事業本部担当、
営業本部 東日本・北海道、中京地区担当

＊ 堀 内 敏 弘 常 務 執 行 役 員 海外事業本部担当、営業本部 港運担当
＊ 村 上 克 己 常 務 執 行 役 員 九州支社長、青果事業本部長、営業本部 西日本、九州地区担当
＊ 小 林 保 男 常 務 執 行 役 員 鉄鋼支店・重量エネルギー輸送事業本部担当、安全副統括

平 松 宏 一 執 行 役 員 福山支店長
長 田 行 弘 執 行 役 員 港運事業本部長、箕沖・境港支店担当
安 田 和 弘 執 行 役 員 徳山支店長
秋 田 恵 吾 執 行 役 員 人事部長
椎 野 和 久 執 行 役 員 名古屋支社長 兼 名古屋支店長、豊川支店担当
前 田 和 也 執 行 役 員 国際物流事業本部長
岸 野 保 宏 執 行 役 員 財務本部長、財務部長 兼 フィナンシャル部長
清 原 嘉 夫 執 行 役 員 サニープレイス事業部長、安全・品質保証部長
横 溝 　 誠 執 行 役 員 海外事業本部長
五 味 雅 之 執 行 役 員 経営企画部・上組航空サービス株式会社担当
長　谷　光比古 執 行 役 員 大阪支店長、神戸・玉島支店担当、姫路出張所担当
松 尾 和 彦 執 行 役 員 大分支店長、東海・広畑支店担当

森 　 公 平 執 行 役 員 東京支店長、飼料・穀物事業本部長、米事業本部長、
八戸出張所担当

（注）＊印の執行役員は、取締役を兼務しております。
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④取締役および監査役に対する報酬等の総額
区分 人数 報酬等の総額

取 締 役 11名 353百万円
監 査 役 6名 28百万円

合 計
（ う ち 社 外 役 員 合 計 ）

17
（5

名
名）

382
（26

百万円
百万円）

（注）１．上記の取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。また、上記の取締役およ
び監査役の報酬等の総額には、当事業年度中に退任した取締役および監査役各２名分が含まれております。

２．取締役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第67回定時株主総会において、月額40百万円以内（ただし、使用人兼
務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、2010年６月29日開催の第71回定時株主総会において、月額4百万円以内と決議いただいており
ます。
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⑤社外役員に関する事項
イ．他の法人等の社外役員の兼職状況

地位 氏名 兼職する法人等 兼職の内容

取 締 役 馬 場 耕 一 東洋熱工業株式会社 顧問

監 査 役 宗 吉 勝 正
株式会社エフアンドエム
金井ホールディングス株式会社
金井重要工業株式会社

社外取締役監査等委員
社外監査役
社外監査役

監 査 役 中 尾 　 巧 株式会社三ッ星 社外取締役監査等委員
（注）各兼職先と当社との間に取引等の重要な関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
・取締役会および監査役会への出席状況

区分 氏名
取締役会 監査役会

出席回数／開催回数 出席率 出席回数／開催回数 出席率

取 締 役 玉 造 敏 夫 16回／16回 100％ － －
取 締 役 馬 場 耕 一 14回／16回 87.5％ － －
監 査 役 宗 吉 勝 正 16回／16回 100％ 13回／13回 100％
監 査 役 中 尾 　 巧 16回／16回 100％ 13回／13回 100％
監 査 役 黒 田 　 愛 16回／16回 100％ 13回／13回 100％

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款第35条の規定に基づき、取締役会決議があったものとみ
なす書面決議が３回ありました。
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・取締役会および監査役会における発言状況
〔取締役 玉造敏夫氏〕
　　警察行政に長年携わった経験に基づく専門的見地から意見を述べるなど、取締役会の意思決定

の適法性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。
〔取締役 馬場耕一氏〕
　　運輸行政に長年携わった経験に基づく専門的見地や企業経営に携わった経験を踏まえ意見を

述べるなど、取締役会の意思決定の適法性・適正性を確保するための助言・提言を行っておりま
す。

〔監査役 宗吉勝正氏〕
　　税務行政に長年携わった経験や、税理士としての専門的見地から意見を述べるなど、取締役会

の意思決定の適法性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。また、監査役会に
おいても、同様の専門的見地から適宜、必要な発言を行っております。

〔監査役 中尾　巧氏〕
　　検察行政に長年携わった経験や、弁護士としての専門的見地から意見を述べるなど、取締役会

の意思決定の適法性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。また、監査役会に
おいても、同様の専門的見地から適宜、必要な発言を行っております。

〔監査役 黒田　愛氏〕
　　弁護士として、会社法をはじめ企業法務全般に関する専門的見地や海外法律事務所での勤務経

験を踏まえ意見を述べるなど、取締役会の意思決定の適法性・適正性を確保するための助言・提
言を行っております。また、監査役会においても、同様の専門的見地から適宜、必要な発言を行
っております。

ハ．責任限定契約の内容の概要
　当社の社外取締役および社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、当社との間で、同
法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく社外取締役および社外監査役の損害賠償責任の限度額は、定款第29条第２項の
定めにより、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額としております。
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(3) 会計監査人の状況
①名　称　　　　神陽監査法人

②報酬等の額
区分 報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 37百万円
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 40百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と「金融商品取引法」に基づく監査の監査報酬
等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を
記載しております。

　　　２．監査役会は、会計監査人の前事業年度の監査実績の分析・評価を踏まえ、当事業年度の監査計画における監査時間・配
員計画、会計監査人の職務遂行状況、報酬見積の算出根拠などを確認のうえ検討した結果、会計監査人の報酬等につき、
会社法第399条第１項の同意を行っております。

３．当社の重要な子会社のうち、日本ポート産業株式会社および海外に存在する子会社は、当社の会計監査人以外の公認会
計士または監査法人による監査を受けております。

③会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が職務上の義務に違反し、または職務を怠り、もしくは会計監査人としてふさ
わしくない行為があるなど、当社の会計監査人であることについて重大な支障があると判断した場合に
は、会社法第340条第１項の規定により、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この
場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した
旨と解任の理由を報告いたします。その他会計監査人が職務を適切に遂行することが困難であると認め
られる場合、または監査の適正性をより高めるために会計監査人の変更が妥当であると判断される場合に
は、監査役会は、会計監査人の選任および解任ならびに会計監査人を不再任とすることに関する議案の内
容を決定いたします。
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(4) 業務の適正を確保するための体制
　当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会にて決議した事項は次のとおりであります。
　なお、本決議事項は、経営環境の変化等に対応して、定期的かつ継続的に見直しを実施するものとして
おります。

〔内部統制システムに関する基本方針〕
　当社は、「常に時代の風を読み、変化する社会の要請に即応しながら、一歩先のテーマに取り組み、企
業価値の向上と、経営の安定に努め、ひいては豊かな社会の実現に貢献する」との経営理念を掲げ、総合
物流企業として、継続的な成長の実現と、社会的責任の履践を目指している。
　この目的を達成するため、当社では次のとおり内部統制システムに関する基本方針を定め、体制・制度
の構築と運用、および定期の見直しと改善を行う。

①取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　当社は、企業活動の基礎として法令順守を第一に掲げ、遵法精神の確立と実践を目的として当社グルー
プ全体に適用される「上組グループ企業行動憲章」を制定している。

当該規範に基づき、当社グループにおける内部統制体制の確立・推進のため「コンプライアンス・リス
ク管理委員会」を設置し、「コンプライアンス規程」をはじめ社内規程の策定と、「企業倫理ヘルプライ
ン」と称する内部通報制度の整備・運用を行う。
　また、業務モニタリングのため、独立組織として社長直属の内部監査部を設置し、当社グループの監査
を行う。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報については、「文書管理規程」その他関連する規程に従い、文書等に記
録し適切に保存管理を行う。また、保存管理する情報を、常時、取締役および監査役が閲覧できる体制を
整える。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　事業運営上の様々なリスク管理については、「リスク管理規程」等に従い、当該分野の所管部署が対応
を行うほか、コンプライアンス・リスク管理委員会が当社グループ全体にわたる横断的な管理を行う。
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④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社グループは、将来の事業環境を踏まえた中期経営計画を策定し、その目標達成に向けた具体的計画
を立案・実行する。

また、定例の取締役会を原則として月に１回開催し、取締役の職務の執行状況の監督等を行うととも
に、職務執行の有効性・効率性の確保のため当社および当社グループに係る重要事項については、当社の
取締役会で決定することとする。
　加えて、執行役員制度を導入し、経営の意思決定・監督と、業務執行を分離することで経営の効率化を
図る。

⑤会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　「関連子会社管理規程」を制定し、当社グループにおける経営上の重要事項や営業成績について、定期
的な報告を義務付ける。
　また、当社グループにおけるコンプライアンス、リスク管理体制、その他内部統制に必要な組織ならび
に体制の整備については、当社のコンプライアンス・リスク管理委員会および各事業所に置くローカル委
員会が行うとともに、当該運営に係る重要な方針等の決定を行い、当社の内部監査部によるモニタリング
を通じてその実施状況を監視する。

⑥監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項
　社内より適任者を任命し、監査補助者として、監査役の業務をサポートできる体制を整え、監査の効率
化と監査機能の充実を図る。

⑦前号の従業員の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　前号に定める監査補助者は、監査役より監査業務に必要な命令を受けた場合は、その命令に関して取締
役、従業員から一切不当な制約を受けないこととし、また、監査補助者は、その職務の遂行に当たっては
監査役の指示に従うものとする。
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⑧取締役および従業員が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制
　当社グループの取締役および従業員は、監査役に対して、下記事項に関する報告を遅滞なく行う。

・当社グループに影響を及ぼす重要事項に関する決定
・当社およびグループの業績状況
・当社グループのコンプライアンス違反行為に関する事項
・企業倫理ヘルプラインにおける通報内容および当該通報に対する調査結果に関する事項
・経営会議等の重要な会議等で審議、報告された案件
・内部監査部が実施した内部監査の結果
・当社グループに著しく損害を及ぼすおそれのある事項

⑨前号により監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制

　当社は、前号による報告を行った者に対し、報告したことを理由とする不利な取扱いを禁止し、内部通
報者についても、内部通報を行ったことを理由としていかなる不利な取扱いも行わないことを規定する。

⑩監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは債務の処理に係る方針に関する事項
　当社は監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求
をしたときは、担当部署において審議のうえ、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行
に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

⑪その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役が、取締役会などの重要な会議に出席し、職務の執行等に関する報告を受けるとともに、意見・
情報交換などを行い、また、内部監査部および会計監査人と事業年度毎の監査計画の策定および実施等に
ついて、定期的な打合せや意見・情報交換を行うことができる体制を構築する。
　また、監査役が必要に応じて、重要な議事録、決裁書類等を閲覧できる体制を整備する。
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〔業務の適正を確保するための体制の運用状況〕
①コンプライアンス体制に関する運用状況
　内部統制体制の確立・推進を担うコンプライアンス・リスク管理委員会よりローカル委員会に対し、社
内掲示板やニュースレターの発行を通じて社内規程や関連法令に関するコンプライアンスの全社的な浸
透を図るとともに、ローカル委員会より定期的に自己点検報告を受け、結果に応じたコンプライアンス強
化策を逐次実行しております。
　また、法令違反・不正行為等の早期発見およびそれらの未然防止を目的とした内部通報制度として「企
業倫理ヘルプライン規程」を制定し、運用しております。

②リスク管理体制に関する運用状況
　当社グループでは、日常の職務遂行から生じる多様なリスクを可能な限り未然に防止するため、「リス
ク管理規程」を制定しておりますが、同規程に則り、コンプライアンス・リスク管理委員会を定期的に開
催（当事業年度は12回開催）し、当社グループにおけるリスクの把握とその対応策の立案・実施を図っ
てまいりました。

③職務執行の適正および効率性の確保に関する取組みの状況
　取締役会は社外取締役２名を含む取締役９名で構成され、社外監査役３名を含む監査役４名も出席のう
え、当事業年度においては16回開催し、各議案について活発な意見交換がなされており、意思決定およ
び監督の実効性が確保されているものと考えております。
　なお、当社は執行役員制度を導入し、全執行役員が出席する執行役員会を当事業年度においては12回
開催しており、業務執行について機動的な意思決定を図っております。

④当社グループにおける業務の適正の確保に関する運用状況
　当社グループにおける経営上の重要事項については、「関連子会社管理規程」に基づき、当社の取締役
会その他の社内経営会議において審議を行い、または報告を受けております。また、当社内部監査部が監
査計画に基づき主要子会社に対する監査を実施しており、当社グループにおける業務の適正を確保してお
ります。
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⑤監査役監査の実効性の確保に関する取組みの状況
　当社監査役は取締役会その他重要な会議へ出席するとともに、代表取締役との定期的な面談を行ってお
り、経営に関する意見交換の機会を確保しております。また、内部監査部より内部監査結果について報告
を受けるなど、社内関連部署より重要な報告および資料の提供を受けており、グループ会社についても都
度、報告ならびに資料の徴取を行っております。会計監査人からは、監査結果について定期的に報告を受
け、かつ監査の状況について都度、会計監査人より聴取を行っており、これらを通じ監査役監査の実効性
を確保しております。
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連結貸借対照表
（単位：百万円）

科　目 当　期
（2019.3.31）

前期（ご参考）
（2018.3.31）

資産の部
【流動資産】 116,705 104,477

現金及び預金 53,591 51,611
受取手形及び営業未収入金 45,806 44,638
電子記録債権 943 600
有価証券 8,500 －
たな卸資産 947 1,016
その他 6,974 6,667
貸倒引当金 △57 △56

【固定資産】 279,002 279,003
（有形固定資産） 228,416 226,615

建物及び構築物 111,888 112,910
機械装置及び運搬具 16,716 13,526
土地 97,686 94,092
建設仮勘定 884 4,715
その他 1,239 1,370

（無形固定資産） 7,011 7,471
（投資その他の資産） 43,573 44,916

投資有価証券 33,430 35,311
長期貸付金 212 517
繰延税金資産 3,536 2,818
その他 6,610 6,486
貸倒引当金 △216 △217

資産合計 395,708 383,481

科　目 当　期
（2019.3.31）

前期（ご参考）
（2018.3.31）

負債の部
【流動負債】 45,349 44,486

支払手形及び営業未払金 26,827 26,363
未払法人税等 4,232 4,890
賞与引当金 181 134
その他 14,108 13,097

【固定負債】 18,158 17,086
繰延税金負債 171 199
役員退職慰労引当金 39 26
船舶特別修繕引当金 － 14
退職給付に係る負債 16,876 15,955
その他 1,070 890

負債合計 63,507 61,573
純資産の部
【株主資本】 325,684 316,156

資本金 31,642 31,642
資本剰余金 26,854 26,854
利益剰余金 295,208 281,680
自己株式 △28,020 △24,020

【その他の包括利益累計額】 4,673 5,688
その他有価証券評価差額金 5,574 6,530
為替換算調整勘定 69 △45
退職給付に係る調整累計額 △970 △796

【非支配株主持分】 1,841 62
純資産合計 332,200 321,907
負債・純資産合計 395,708 383,481

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書
（単位：百万円）

科　目 当　期
（2018.4.1～2019.3.31）

前期（ご参考）
（2017.4.1～2018.3.31）

営業収益 274,893 261,420
営業原価 233,065 221,429

営業総利益 41,828 39,990
販売費及び一般管理費 18,495 17,010

営業利益 23,332 22,980
営業外収益 1,940 1,717

受取利息及び配当金 763 670
持分法による投資利益 727 441
その他 448 605

営業外費用 37 67
為替差損 1 32
その他 35 35
経常利益 25,235 24,630

特別利益 1,205 1,109
固定資産売却益 81 64
投資有価証券売却益 57 689
関係会社株式売却益 15 －
補助金収入 － 355
移転補償金 611 －
負ののれん発生益 418 －
段階取得に係る差益 21 －

特別損失 407 214
固定資産除売却損 201 162
投資有価証券売却損 1 －
ゴルフ会員権評価損 － 1
災害による損失 204 50

税金等調整前当期純利益 26,033 25,525
法人税、住民税及び事業税 7,903 7,790
法人税等調整額 △310 △173
当期純利益 18,439 17,909
非支配株主に帰属する当期純利益 51 6
親会社株主に帰属する当期純利益 18,388 17,902

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表
（単位：百万円）

科　目 当　期
（2019.3.31）

前期（ご参考）
（2018.3.31）

資産の部
【流動資産】 104,401 97,186

現金及び預金 46,828 48,514
受取手形 716 841
電子記録債権 878 572
営業未収入金 40,744 40,995
有価証券 8,500 －
貯蔵品 235 194
短期貸付金 4,567 4,714
その他 1,978 1,402
貸倒引当金 △48 △48

【固定資産】 278,253 277,796
（有形固定資産） 222,902 224,800

建物 99,327 102,092
構築物 10,587 9,850
機械及び装置 15,084 12,048
車両運搬具等 808 1,103
工具、器具及び備品 969 1,148
土地 95,239 93,979
建設仮勘定 884 4,577

（無形固定資産） 6,918 7,414
借地権 6,172 6,172
その他 746 1,242

（投資その他の資産） 48,432 45,581
投資有価証券 22,277 23,112
関係会社株式 15,430 12,102
関係会社出資金 308 308
長期貸付金 1,986 2,410
差入保証金 4,021 3,986
繰延税金資産 2,994 2,369
その他 1,630 1,508
貸倒引当金 △217 △218

資産合計 382,655 374,982

科　目 当　期
（2019.3.31）

前期（ご参考）
（2018.3.31）

負債の部
【流動負債】 40,489 41,017

営業未払金 22,422 23,348
未払金 6,680 5,342
未払費用 4,383 4,265
未払法人税等 3,975 4,737
その他 3,027 3,324

【固定負債】 15,851 14,968
退職給付引当金 14,984 14,335
その他 867 633

負債合計 56,341 55,985
純資産の部
【株主資本】 321,359 313,243

資本金 31,642 31,642
資本剰余金 26,854 26,854

資本準備金 26,854 26,854
利益剰余金 290,883 278,767

利益準備金 5,978 5,978
その他利益剰余金 284,904 272,789

退職給与積立金 800 800
配当準備積立金 1,138 1,138
固定資産圧縮積立金 2,383 2,488
特別償却準備金 225 355
別途積立金 252,000 244,000
繰越利益剰余金 28,357 24,006

自己株式 △28,020 △24,020
【評価・換算差額等】 4,954 5,753

その他有価証券評価差額金 4,954 5,753
純資産合計 326,313 318,996
負債・純資産合計 382,655 374,982

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書
（単位：百万円）

科　目 当　期
（2018.4.1～2019.3.31）

前期（ご参考）
（2017.4.1～2018.3.31）

営業収益 248,879 242,567
営業原価 210,132 204,450

営業総利益 38,747 38,116
販売費及び一般管理費 16,491 15,866

営業利益 22,255 22,250
営業外収益 2,039 1,884

受取利息及び配当金 1,585 1,262
その他 454 621

営業外費用 36 58
為替差損 0 28
その他 35 29
経常利益 24,259 24,076

特別利益 714 1,095
固定資産売却益 30 50
投資有価証券売却益 72 689
補助金収入 － 355
移転補償金 611 －

特別損失 388 211
固定資産除売却損 190 160
投資有価証券売却損 1 －
ゴルフ会員権評価損 － 1
災害による損失 196 50

税引前当期純利益 24,585 24,960
法人税、住民税及び事業税 7,548 7,547
法人税等調整額 △282 △231
当期純利益 17,318 17,644
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 46
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連結計算書類に係る会計監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
株式会社　上　組 2019年５月９日

　取締役会　御中 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 神　 陽　 監　 査　 法　 人
代表社員　公認会計士 因幡　賢 ㊞

社員 業務執行社員　公認会計士 米田小百合 ㊞
社員 業務執行社員　公認会計士 松井大輔 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社上組の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会
計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査
を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ
る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査
を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法
人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目
的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営
者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を
検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社上
組及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
株式会社　上　組 2019年５月９日

　取締役会　御中 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 神　 陽　 監　 査　 法　 人
代表社員　公認会計士 因幡　賢 ㊞

社員 業務執行社員　公認会計士 米田小百合 ㊞
社員 業務執行社員　公認会計士 松井大輔 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社上組の2018年４月１日から2019年３月31日までの
第80期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表
明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計
画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手
続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの
評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第80期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作
成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締

役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部その他の

使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
　①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま
た、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社
及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び
第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている内部統制システムについ
て、監査役会が定めた内部統制システムに係る監査役監査の実施基準に準拠し、取締役及び使用人等からその構築及び運
用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求めるとともに、子会社の取締役及び使用人等からも必要に
応じて同様の報告または説明を求め、意見を表明いたしました。

　③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に
行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人神陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果

　会計監査人神陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年５月10日
株式会社　上　組　監査役会

常任監査役（常勤） 佐 伯 邦 治 ㊞
社 外 監 査 役 宗 吉 勝 正 ㊞
社 外 監 査 役 中 尾 　 巧 ㊞
社 外 監 査 役 黒 田 　 愛 ㊞

以　上
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第80回　定時株主総会 会 場 ご 案 内 図
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株主総会
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ホテルオークラ神戸
神戸市中央区波止場町２番１号
ホテルオークラ神戸１階「平安の間」

交通の
ご案内

▶JR・阪神「元町」駅より徒歩10分
▶三宮バスターミナルより無料シャトルバス約10分
  （JR三ノ宮駅前南 ミント神戸１階）

※当日は無料シャトルバスまたは公共交通機関をご利用いただき、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。

地図




